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１．研究人材を取り巻く
社会環境の変化
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（出典）「Looking to 2060：Long-term global growth prospects」（OECD）

世界のＧＤＰに占める日本の割合

世界経済における我が国の地位の低下

○ 世界のGDPに占める日本の割合について、2011年時点では6.7％だったが、2030年には4.2％に低下するとの予測が
あり、世界経済における地位の低下を食い止めることが必要
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パッケージLED売上高のシェア

青色LED

出典：ストラテジー・アンリミテッド社、2012年時点

パッケージLED売上高
ベンダー上位10社

■ 青色発光ダイオード（LED）の
シェア

→日本企業のシェアは30％（2020年には世界市
場は3.8兆円に拡大）

iPS細胞

再生医療の国内市場予測

■ 再生医療の市場規模

→iPS細胞の実用化をリード。2050年に再
生医療の世界市場は38兆円と予測

出典：再生医療の実用化・産業化に関する研究会（２０１３年
２月）

強い経済（名目国内総生産600兆円）の実現のためには、
科学技術イノベーションによる生産性革命や新たな市場の創出が不可欠

■上場した大学発ベンチャー

→大学発ベンチャーの市場価値（上場分）は１兆
円を超えるまでに成長

○ これまでの国の科学技術に対する投資拡充は、我が国の経済成長・発展に一貫して大きく寄与
○ ｉＰＳ細胞や青色発光ダイオードなど、新市場開拓につながる革新的技術を数多く創出
○ 一方、この１０年程度の間、政府研究開発投資は横ばい傾向、大学等の運営費交付金の大幅削減（これも一因とす

る、世界大学ランキング順位の低下）等が課題

資料：公表資料を基に文部科学省にて作成

【大学等発ベンチャーの時価総額】

時価総額合計 1兆2千億円（平成29年5月1日時点）

持続的な経済成長・発展に寄与する科学技術イノベーション
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（出典）「国民経済計算確報」（内閣府）

約19％

約25％

名目ＧＤＰに占める産業別割合の推移

我が国の産業構造の変化

○ 我が国の産業構造は、製造業・建設業から情報通信業・サービス業へシフトしはじめている
○ 今後もSociety5.0の進展により、製品やサービスをAIやビッグデータを活用して生産性や付加価値を高める方向（モノと

サービスの融合）にシフトすることは明らか
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■ 中国

■アメリカ
○ 競争力強化のために研究人材の育成が重要であるとの共通認識。
✓パルミザーノレポート（競争力評議会 2004年） イノベーションを創出するため、人材、投資資金、インフラの三分野の強化の必要性を提言。
✓オーガスティン・レポート（全米アカデミーズ 2005年） 競争力強化のため、科学・数学教育の充実、基礎研究の充実等について提言。
✓米国競争力法（2007年） 研究開発強化と社会インフラ整備によるイノベーション創出や人材育成への投資促進について規定。

○ オバマ政権では、ＳＴＥＭ教育を米国イノベーション戦略（2009年策定、2011年改訂）の柱と位置づけ。「ＳＴＥＭ教育５ヵ年計画」（2013年）等に
よりＳＴＥＭ人材育成を推進。

✓ＮＳＦ（アメリカ国立科学財団）における取組の例
①大学院研究奨学金プログラム（ＧＲＦＰ）［2016年度予算規模：３億32百万ドル］

・将来の活躍が期待される大学院生に、奨学金と授業料を３年間支援。
②研究者育成奨学金（ＮＲＴ）［ 2016年度予算規模：56百万ドル］

・ＮＳＦが指定する分野横断的な研究テーマに取り組む大学のプログラムに参加する大学院生の奨学金を支援。
③サイバーコア奨学金［ 2016年度予算規模： 50百万ドル］

・情報技術やサイバーセキュリティを学ぶ大学院生に対し、奨学金や授業料等を３～５年間支援。

○ 2008年より、海外経験を持つ優秀な若手研究者を招致する「海外ハイレベル人材招致計画（通称、千人計画）」を開始（※）。2012年より、国内
の優秀な若手研究者を支援する「国家ハイレベル人材特別支援計画（通称、万人計画）」を実施。

※千人計画：
✓2011年～2015年の５年間で2,000名程度を招致する予定だったが、効果が良かったため、現在継続中（2018年まで 6,000名の招致実績）。
✓対象者は、①海外知名大学、研究機関の教授級研究者、海外企業・金融機関のシニア専門家・管理職、優れた技術を持つ起業者、②海外で博士学

位を取得し、かつ55歳以下の者であること、③年に6ヶ月以上中国の大学、研究機関で研究又は教育を行ってきた者、又は連続 ３年間で毎年2ヶ月以
上中国で経営活動できる起業者であること等の条件を満たす者。

✓中国のトップ大学と同等の年収で処遇した上で、100万ＲＭＢの一括補助金と100万～300万ＲＭＢの研究スタートアップ資金を支給。
※１ＲＭＢ（人民元）はおよそ17円（2018年2月9日時点）

○ 『国家中長期科学技術人材育成計画（2010−2020）』（2011年）や『学位と
大学院生教育発展第13次５ヵ年計画』（2017年）に基づき、「人材強国」戦略
の下で研究人材の育成を推進している。

中長期科学技術人材育成計画における目標値
研究者数 一人当たり研究費

2008年 105万人 44万元
2015年 150万人 71万元
2020年 200万人 100万元

出典：JST-CRDS調べ
JST-CRDS「研究開発の俯瞰報告書 主要国の研究開発戦略（2017年）」
木村良、阪彩香「青年千人計画に見る中国若手研究者の国際流動状況」（科学技術・学術政策研究所 科学技術動向2014年11・12月号） 5

○ 諸外国は、研究人材育成の育成・確保の取組を強化している。

諸外国における研究人材の育成・確保に関する動向①



■ イギリス

■ドイツ
○ 競争力強化のため、2005年以降、複数のイニシアティブを推進。
✓エクセレンス・イニシアティブ 国際的に認知度の高い中核的研究機関を構築するため、博士課程学生に良質な環境を用意する大学院等を支援。
✓研究・イノベーション協定 ドイツ研究振興協会及び４公的研究機関（フラウンホーファー応用研究促進協会、ヘルムホルツ協会ドイツ研究センター、マックスプランク学術

振興協会、ライプニッツ学術連合）の運営費交付金を、2007年から2010年までは毎年３％、2011年から2015年までは毎年５％増額し、研究成果の量的・質的な向
上、若手人材の育成、雇用の確保等を推進。

○ 2017年より、1,000のテニュアトラックポストに連邦政府が助成する事業（Tenure-Track-Professor）を開始。2032年まで続く予定で10億ユーロの
予算を見込んでおり、2017年の第１回公募では468ポスト／32大学が採択・受給。

○ 「成長計画：科学とイノベーション」（2014年）において、①優先分野の決定、②優れた人材の育成、③科学インフラへの投資、④科学研究に対
する支援、⑤イノベーションの促進、⑥グローバルなレベルでの科学・イノベーション活動への参加を明記。

○ 近年の主な取組は以下の通り。
✓博士トレーニングセンターの設置

適切に訓練されたSTEM分野の人材の供給を目的として、英国全土の大学等にDoctoral Training Centreを設置。新しい学際的なアプローチによるトレーニン
グを実施。
✓博士課程教育研修パートナーシップ（Doctoral Training Partnership） の実施

40大学を助成対象とし、約2,000名の学生に博士課程での勉学の機会を与え、英国における科学・工学人材の育成を図る。
✓CASE studentships（Collaborative Awards in Science and Engineering）の実施

博士課程学生のトレーニングのための奨学金プログラム。学生は大学と企業双方で研究指導を受け、博士号を取得。学生は大学に籍を置くが、最低3か月
間は企業での研究に従事しなければならない。資金の一部は企業が負担。

出典：JST-CRDS調べ
JST-CRDS「研究開発の俯瞰報告書 主要国の研究開発戦略（2017年）」
JST-CRDS 「科学技術・イノベーション動向報告～ドイツ～」
JST-CRDS 「科学技術・イノベーション動向報告～英国編～」 6

○ 諸外国は、研究人材育成の育成・確保の取組を強化している。

諸外国における研究人材の育成・確保に関する動向②



注：１．各国の中心点は両時点で固定である。各国の円の大きさは当該国の科学論文（学術誌掲載論文や国際会議の
発表録に含まれる論文等）の数を示している。
２．国間の線は、当該国を含む国際共著論文数を示しており、線の太さは国際共著論文数の多さにより太くなる。
３．整数カウントにより求めている。中国の論文数が増加し、欧米諸国の国際共著関係が強化している。

出典：エルゼビア社スコーパスに基づいて科学技術・学術政策研究所作成
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各国間での共著関係の構造変化

○ 国際的に科学論文数や国際共著論文数が伸びており、特に中国の増加が目立つが、日本の伸びは鈍い。
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（資料）1920年～2010年：「人口推計」（総務省）、2015年～2060年：「日本の将来推計人口（平成24年1月推計）」（国立社会保障・人口問題研究所）

※推計値は出生中位（死亡中位）推計による。実績値の1950年～1970年には沖縄県を含まない。
1945年については、1～15歳を年少人口、16～65歳を生産年齢人口、66歳以上を老年人口としている。
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日本の人口の推移と将来推計
○ 国立社会保障・人口問題研究所の予測では、少子高齢化の進行により、2030年には年少人口が1,204万人、

生産年齢人口が6,773万人まで減少。我が国の総人口の３割が65歳以上となる。
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２．研究人材を巡る国際動向



主要国の理工系分野の博士号取得者数の推移

出典：NSF「Scinece and Engineering Indicators 2018」
S&E doctoral degrees in the United States and selected European coutries or economies, by field:2000-14,
S&E doctoral degrees, by selected Asian country or economy and field: 2000–14 のデータをもとに文部科学省作成

※All Science & Engineering：Physical and biological sceinces and mathematics and statistics, Computer sciences, Agricaltural sciences, Social 
and behavioral sciences, Engineering
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○ 中国やアメリカの博士号取得者数が急激に増加している一方、日本は2000年ほぼ同水準で推移。
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主要国の論文数の変化

出典：「科学技術指標2017」（平成29年8月、科学技術・学術政策研究所）

※全分野…化学、材料科学、物理学、計算機・数学、工学、環境・地球科学、臨床医学、基礎生命科学
注：分析対象は、article, review である。年の集計は出版年（Publication year, PY）を用いた。整数カウント法である。被引用数は、2016 年末の値を用いている。
資料：クラリベイト・アナリティクス社 Web of Science XML（SCIE, 2016 年末バージョン）を基に、科学技術・学術政策研究所が集計。
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○ 論文数全体では米国・中国が顕著な伸びを示している。特に中国においてはTop10%補正論文数、Top1%補正
論文数も含め2000年頃以降加速度的に伸長。

○ 日本は論文数全体は2000年頃は米国に次ぐ2位であったが、近年は中国・英国・ドイツに後塵を拝しており、
Top10%補正論文数は世界10位、Top1%補正論文数は世界12位という状況。
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資料：OECD 「Science, Technology and Industry Scoreboard 2013」を基に文部科学省作成

注：矢印の太さは、二国間の移動研究者数に基づく。移動研究者とは、ＯＥＣＤ資料中、「International flows of scientific authors, 1996-2011」
の「Number of researchers」を指す。本図は、二国間の移動研究者数の合計が2,000人以上である矢印のみを抜粋して作成している。

【世界の研究者の主な流動】

研究者の移動状況

○ 我が国は研究ネットワークの中核から外れていることが見受けられる。
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図３－３３／企業研究者に占める博士号取得者の割合（各国比較）

出典：科学技術指標2017、IMF - World Economic Outlook Databases
上記データを基に文部科学省作成
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○ 我が国は、人口１００万人当たり博士号取得者数が各国と比較して低い。
○ 人口１００万人当たり博士号取得者数が多い国は、一人当たりGDPが高い傾向。
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○企業の研究者に占める博士号取得者の割合 ○米国の上場企業の管理職等の最終学歴

○日本の企業役員等の最終学歴（従業員500人以上）

1.7％ （1,800人）中卒・小卒

23.6％ （24,900人）高卒

7.4％ （7,800人）短大・高専、専門学校卒

61.4％ （64,900人）大卒

5.9％ （6,200人）大学院卒

出典：
日本分：総務省「就業構造状況調査（平成19年度）」
米国分：日本労働研究機構が実施した「大卒ホワイトカラーの雇用管理に関する国際
調査（平成9年）」（主査：小池和夫法政大学教授）
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0.0％9.8％3.0％四年制
大卒未満

56.1％43.5％35.4％四年制
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43.9％45.6％61.6％大学院修了

0.0％5.4％14.1%うちPhD取得

経理部長営業部長人事部長

出典：
（日本）総務省統計局「平成29年科学技術研究調査」
（米国）”NSF, SESTAT”
（その他の国）”OECD Science, Technology, and R&D Statistics”
以上のデータを基に文部科学省作成

各国企業における博士号取得者の状況

0.0%

2.0%

4.0%

6.0%

8.0%

10.0%

12.0%

14.0%

16.0%

18.0%

20.0%

○ 企業の研究者に占める博士号取得者の割合についても、他国に比べ低いのが現状。
○ 米国では多くの大学院修了者が管理職として活躍しているのに対し、日本の企業役員のうち大学院卒はわずか

5.9%という現状。
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３．博士課程への進学状況



68,739

76,954

86,891

99,449

109,649

115,902

119,406

123,255

132,118

142,830

150,797

155,267

159,481

162,712

164,551

165,525

165,219

165,422

167,043

173,831

175,980 

168,903 

162,693 

159,929 

158,974 

159,114 

29,911

32,154

35,469

39,303

43,774

48,448

52,141

55,646

59,007

62,481

65,525

68,245

71,363

73,446

74,909

75,365

74,811

74,231

73,565

74,432

74,779 

74,316 

73,917 

73,704 

73,877 

73,851 

645

7,866

15,023

20,159

22,083

23,033

23,381

23,191

21,807 

20,070 

18,776 

17,380 

16,623 

16,623 

0 50,000 100,000 150,000 200,000 250,000 300,000

Ｈ3

Ｈ4

Ｈ5

Ｈ6

Ｈ7

Ｈ8

Ｈ9

Ｈ10

Ｈ11

Ｈ12

Ｈ13

Ｈ14

Ｈ15

Ｈ16

Ｈ17

Ｈ18

Ｈ19

Ｈ20

Ｈ21

Ｈ22

Ｈ23

Ｈ24

Ｈ25

Ｈ26

H27

H28

修士課程

博士課程

専門職学位課程

98,650

約２．５倍

249,588

約２．１倍

205,311

98,650

約２．５倍

約２．１倍

※ 在籍者数（各年度５月１日現在）
「修士課程」：修士課程，区分制博士課程（前期２年課程）及び５年一貫制博士課程（１，２年次）
「博士課程」：区分制博士課程（後期３年課程），医・歯・薬学（４年制），医歯獣医学の博士課程及び５年一貫制博士課程（３～５年次）

通信教育を行う課程を除く

出典：「学校基本調査」を基に文部科学省作成

（人）

○ 大学院在籍者数は、平成3年度以降増加してきたが、近年は減少傾向。
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大学院在学者数の推移



出典：学校基本統計（文部科学省）
※「教育」､「芸術」 ､「家政」､「その他」分野は修了者数が比較的少ないことから省略
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9.6% 9.6% 9.3%

10.2%
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17.4%
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8.9% 8.6% 8.9% 9.6%
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6.9% 6.3% 5.9% 6.1% 7.1% 6.4%
5.5% 5.6%

6.0% 5.8% 5.6%

22.5%

23.0%
24.4%25.5%

23.9%
21.6% 21.4% 21.5%

19.0% 18.4%

15.5%15.0%
13.4%

14.5%
13.5%

11.7% 11.6% 11.5%11.6%
10.0%

16.4%
19.6% 19.9%

20.6% 20.0%

20.7%
19.7%

20.5%
19.8%

18.2% 16.5%
15.3%14.5%

15.2%
13.8%

17.5% 16.6% 16.8% 15.4%
15.2%

16.1% 15.7% 16.0% 16.7%
15.2%

14.1% 14.3% 14.4%
13.1% 12.5%

11.4% 10.7% 10.8% 11.7% 10.8%
9.6% 9.8% 9.9%

9.9% 9.4%

0.0%

10.0%

20.0%

30.0%

40.0%

H3 H10 H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28

（％）

人文学 社会科学 理学 工学 農学 保健 全体

修士課程修了者の進学率の推移

○ 修士課程修了者の博士課程への進学率は減少傾向。



（※）北海道大・東北大・筑波大・東京大・早稲田大・慶應大・東京工業大・名古屋大・京都大・大阪大・九州大

出典：2014年9月25日 中央教育審議会大学院部会委員懇談会 東京大学大学院理学系研究科長 五神教授 説明資料

RU11（※）における修士修了者の博士課程進学状況の推移

○ 平成１３年度の進学率２３．２％が、１０年後の平成２３年度には１６．５％となり、６．７％
（５６８名）減少している。
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出典：科学技術政策研究所「日本の理工系修士学生の進路決定に関する意識調査」調査資料-165(平成21年３月)

（人）
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博士課程進学の検討に重要な項目

○ 博士進学を検討する際、進学を考えるための重要な条件として、経済的支援の拡充と民間企業による博士課程修了
者の雇用増加が多く選択されている



支援なし

40,002

54.1%

60万円未満

17,350

23.5%

60万円以上

120万円未満

5,228

7.1%

120万円以上

180万円未満

3,527

4.8%

180万円以上

240万円未満

1,920

2.6%

240万円以上

5,607

7.6%

受給額不明

341

0.5%

(n=73,975)

生活費相当額受給者

7,527人

10.2％

財源区分別生活費相当額受給者数
（主なもの）博士課程学生一人あたりの支給額

※ 回答から漏れていた特別研究員（ＤＣ）の受給者が「受給なし」に分類されていたため、
実際は年間240万円を受給しているものと仮定して、補正している。 20

（※受給額には、授業料減免措置を含む。）

前調査（平成24年度時点） 本調査（平成27年度時点）

※貸与型奨学金を除く

受給なし

26645

52.2%

60万円未満

12723

24.9%

60～120万円未満

3805

7.5%

120～180万円未満

2233

4.4%

180～240万円未満

1435

2.8%

240万円以上

3891

7.6%

支給額不明

292

0.6%

(n=51,024)

生活費相当額受給者
5,326人
10.4％

財源名 受給者数

特別研究員（ＤＣ） 2882人

博士課程教育リーディングプ
ログラム

637人

運営費交付金等 320人

国費留学生 218人

民間団体（企業等）等の奨学
金制度（返済不要のもの）

191人

科学研究費助成事業 33人

博士課程学生の経済的支援の状況（受給額別）

○ 平成２７年度時点で、生活費相当額（年間１８０万円以上）の経済的支援の受給者は、博士課程（後期）学
生全体の１０．４％で、科学技術基本計画に掲げる目標値（２割）の半分程度。

○ 生活費相当額の受給者の半数以上が特別研究員（ＤＣ）受給者。


